
財政状況等一覧表（平成２０年度決算）

（単位：百万円）

団体名 駒ヶ根市 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

6,046 2,362 297 8,705

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 14,685 14,400 285 267 69 19,914

用地取得事業特別会計 4 4 0 0 0 -

一般会計等 14,458 14,173 285 267 19,914

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

水道事業会計 738 667 72 392 8 3,493 17 法適用企業

公共下水道事業会計 592 729 △ 138 752 342 10,336 6,208 法適用企業

特定公共下水道特別会計 27 3 25 25 1 - 0

農業集落排水事業特別会計 583 583 0 0 155 6,603 4,847

中沢東部簡易水道特別会計 59 50 9 9 28 235 191

公設地方卸売市場特別会計 90 90 0 0 5 - 0

駒ヶ根高原別荘地特別会計 24 13 10 10 0 - 0

国民健康保険特別会計 2,707 2,688 19 19 107 - 0

老人保健医療特別会計 325 327 △ 2 △ 2 20 - 0

介護保険特別会計 2,319 2,300 20 20 348 - 0

後期高齢者医療特別会計 264 264 1 1 56 - 0

公営企業会計等 計 1,226 20,667 11,263

（注） １．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

上伊那広域連合 3,140 3,100 39 220 0 1,885 327

伊南行政組合

（一般会計） 1,063 1,017 46 46 0 865 565

（昭和伊南総合病院事業会計） 4,595 5,095 △ 500 △ 139 848 2,672 1,300

上伊那広域水道用水企業団 1,050 838 212 1,276 0 5,496 175

長野県民交通災害共済事務組合 342 207 135 135 4 0 0

長野県後期高齢者医療広域連合

（一般会計） 1,862 1,719 143 143 21 - -

（後期高齢者医療特別会計） 191,254 184,180 7,074 7,074 2,282 - -

長野県市町村自治振興組合 152 150 2 2 0 - -

一部事務組合等 計 8,757 10,918 2,367

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

駒ヶ根市土地開発公社 △ 1 104 3 80 0 3,269 0 832

財団法人駒ヶ根市開発公社 0 180 3 0 0 0 292 29

財団法人駒ヶ根市文化財団 0 62 10 100 0 0 0 0

株式会社エコーシティ・駒ケ岳 63 416 6 0 0 0 124 12

駒ヶ根観光開発株式会社 △ 19 68 16 0 0 0 664 199

駒ヶ根高原温泉開発株式会社 0 1 30 39 0 0 378 189

南信州ビール株式会社 △ 3 36 13 0 0 0 0 0

地方公社・第三セクター等 計 81 220 0 3,269 1,458 1,261

（注） 損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成19年度

決算 A
平成20年度

決算 B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 688 691 3

減 債 基 金 2 2 0

その他充当可能基金 1,294 1,259 △ 35

充 当 可 能 基 金 計 1,983 1,951 △ 32

（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。
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６．財政指標の状況

財政指標名
平成19年度

決算 A
平成20年度

決算 B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成19年度
決算 A

平成20年度
決算 B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 2.90 3.06 0.16 △ 13.58 △ 20.00 - - -

連結実質赤字比率 20.65 17.14 △ 3.51 △ 18.58 △ 40.00 - - -

実 質 公 債 費 比 率 17.0 16.2 △ 0.8 25.0 35.0 - - -

将 来 負 担 比 率 193.5 180.0 △ 13.5 350.0 - - -

財 政 力 指 数 0.64 0.66 0.02 - - -

経 常 収 支 比 率 89.4 86.5 △ 2.9 - - -

- - -

（注） １．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。
２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成20年度決算における基準である。
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水道事業会計



市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
長野県 駒ケ根市

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

34,008
165.92

8,705,235
14,457,913
14,173,303

266,954

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.66]
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10/89
全国市町村平均

0.56
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [86.5%]
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[109,028円]
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給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [98.1]

類似団体内順位
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [7.62人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [16.2%]

類似団体内順位
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13.7

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

23.6

4.2

16.9

16.917.7
16.1

H20H19H18H17H16

16.2

17.0
18.217.5

将来負担の状況
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類似団体内順位

70/89
全国市町村平均

100.9
長野県市町村平均

70.4

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

308.5

22.9

128.3139.9

H20H19H18H17H16

180.0

193.5

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

駒ケ根市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下
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140以上

分析欄
財政力指数
　 製造業の事業所が多いこと等により類似団体平均を上回っており、また、積極的な企業誘致
の効果等により、数値が上昇し０．６６となった。過去５年間において平均とのかい離が最も大きく
なっている。

経常収支比率
　近年悪化傾向にあったが平成２０年度では人件費・補助費・繰出金の減少により数値が低下し
た。集中改革プランによる経常経費の抑制などにより、類似団体平均を下回る８６．５％となって
いる。今後もさらなる歳入確保や集中改革プランの着実な実行により数値の抑制につとめる。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額
  　集中改革プランにより人件費物件費等の経常経費の削減に取り組んでおり、類似団体平均を
下回る１０９，０２８円となっており、内訳は人件費が類似団体平均を８，７９４円下回る６７，９３８
円、物件費は類似団体平均を１３，００１円下回る３９，４０４円などとなっている。今後も集中改革
プランの着実に実行することにより経費節減につとめる。

ラスパイレス指数
　 旧来からの給与体系により類似団体平均を上回る９８．１となっている。年功的なものから職
務・職責に応じた給与構造へ転換のため昇給、昇格基準の見直し等を行い数値の引き下げを図
る。

将来負担比率
　 平成１１年度から継続の土地区画整理事業等により、市債残高が高水準であることなどから、
類似団体平均を上回って いるが、市債残高の減少や公共下水道事業の経営改善により１３．
５％低下し、１８０．０％となった。市債の新規発行抑制等はもちろんのこと、昭和伊南病院の建
設時分企業債の償還が進んでいること、農業集落排水事業の企業債償還などにより引き続き比
率は低下傾向となる見込みである。

実質公債費比率
   公営企業に対する繰出金の減少等により０．８％低下し１６．２％となった。これにより類似団体
平均１６．９％を下まわる水準となった。土地区画整理事業等による起債償還により平成２４年度
頃までは上昇傾向となる見込であるが、新規市債の発行については区画整理事業や伊南バイ
パス関連事業、小中学校耐震化事業等の終了により抑制傾向となることが見込まれ、長期的に
は数値の低下がはかられる見込みである。

人口1,000人当たり職員数
   過去からの新規採用抑制策により類似団体平均を１９．５％下回る７．６２人となっている。集
中改革プランにより 職員数を平成１６年度当初より４０人削減し、平成２２年度当初に３００人とす
るよう取り組みを行っている。



歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 長野県 駒ケ根市

経常収支比率の分析

人 口
面 積
標 準 財 政 規 模
歳 入 総 額
歳 出 総 額
実 質 収 支

34,008
165.92

8,705,235
14,457,913
14,173,303

266,954

人(H21.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円
千円

当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 大値及び 小値

経常収支比率（合計）

H20 類似団体内順位
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81.3

人件費

H20 類似団体内順位
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22.5
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38.8

17.9

26.0

27.328.228.728.7
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物件費

H20 類似団体内順位

19/89

全国市町村平均

13.1

長野県市町村平均

11.6

(%)

21.0

18.0
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12.0

9.0

6.0

3.0

17.3

5.3

11.6
11.711.8

11.1
10.5
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9.29.49.38.98.9

扶助費

H20 類似団体内順位

49/89

全国市町村平均

9.1

長野県市町村平均

5.6

(%)

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

10.1

2.5

5.8
5.85.7

6.1
5.6

H20H19H18H17H16

6.25.96.2

5.3
4.7

その他

H20 類似団体内順位

8/89

全国市町村平均

11.7

長野県市町村平均

12.7

(%)

30.0

25.0
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5.0

0.0

22.8

5.2

14.3
13.9

12.011.712.3

H20H19H18H17H16

9.710.5

8.07.56.9

補助費等

H20 類似団体内順位

74/89

全国市町村平均

10.6

長野県市町村平均

14.4

(%)

40.0
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10.0

0.0

30.4

2.9

10.010.210.0
11.712.4
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15.9

17.5
15.115.114.4

公債費

H20 類似団体内順位

53/89

全国市町村平均

20.1

長野県市町村平均
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(%)

40.0
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0.0

33.6

4.8

22.7

23.623.3

21.120.6

H20H19H18H17H16

23.0

22.621.9

22.922.7

公債費以外

H20 類似団体内順位

15/89

全国市町村平均

71.7

長野県市町村平均

66.8

(%)

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

82.0

55.2

67.7

68.967.7
69.369.5

H20H19H18H17H16

63.5
66.8

61.460.7
58.6経常収支比率（合計）

人件費

物件費

扶助費

その他

補助費等

公債費

公債費以外

類似団体平均

駒ケ根市

※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄

人件費　：　　近年の採用抑制により職員数が少なく、類似団体平均を下回っている。集中改革プランにより平成１６年度からの７
            ケ年で全体の１０％以上となる４０人の職員削減を図るほか、給与水準の抑制につとめる。

物件費　：　　類似団体平均を大きく下回っている。健康診査事業の見直しによる事業費減少等により決算額が１２０百万円減少し
            た。昨年までの上昇傾向は主に指定管理者制度導入による委託料の増加であり、人件費削減の効果につながっている。

扶助費　：　　主に障害者福祉サービス事業の増加等により数値が上昇した。経常収支比率での比較では類似団体平均をやや上回っ
            ているが、扶助費に係る人口１人あたりの決算額は類似団体平均を約２０％下回っている。

補助費等　：　補助費等に係る経常収支比率が類似団体平均を上回っているのは消防業務等を共同で行っていることや病院事業に対
            する繰出金が主な要因であるが、消防業務等についてはこのことにより、人件費、物件費が低くなっている。比率の低
            下は後期高齢者医療広域連合への負担金が繰出金に振替となったこと等によるものである。

公債費　：　　地方債残高が高水準であること等により類似団体平均を上回っている。土地区画整理事業にかかる元金償還が本格化
            しつつあるため、数値が上昇した。平成１８年度より地方債残高が減少に転じており、今後も残高を減少させることに
            より、比率の抑制を図る。

その他　：　その他に係る経常収支比率が類似団体平均を下回っているのは公共下水道事業が法適用であるために補助費となってい
          ることなどによるものである。比率の低下は農業集落排水事業への繰出金が減少したこと等によるものである。
　
普通建設事業費　：　　近年の事業量の圧縮により、普通建設事業費の人口１人当たり決算額は類似団体平均を下回っている。主な
                    建設事業としては南田市場土地区画整理事業が挙げられる。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,629,453 77,319 86,128 ▲ 10.2
賃金（物件費） 88,143 2,592 5,108 ▲ 49.3
一部事務組合負担金（補助費等） 337,381 9,921 6,398 55.1
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 6,397 188 1,409 ▲ 86.7
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 92,392 2,717 3,186 ▲ 14.7
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 48,739 1,433 1,799 ▲ 20.3
▲退職金 ▲ 367,756 ▲ 10,814 ▲ 11,195 ▲ 3.4
合計 2,834,749 83,355 92,833 ▲ 10.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 7.62 9.46 ▲ 1.84
ラスパイレス指数 98.1 95.8 2.3

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

1,896,660 55,771 63,504 ▲ 12.2

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - 28 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 502,927 14,788 19,951 ▲ 25.9
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

308,153 9,061 5,160 75.6

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

108,925 3,203 2,433 31.6

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 18 -

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 1,759,993 ▲ 51,752 ▲ 52,946 ▲ 2.3

合計 1,056,672 31,071 38,148 ▲ 18.6
平成21年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体については、「-」としている（以下の項目について同じ。）。

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成20年度普通会計決算) 長野県 駒ケ根市

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

2,321,239 68,258 ▲ 39.3 50,649 ▲ 27.3 ▲ 12.0

うち単独分 1,951,771 57,393 ▲ 28.8 29,950 ▲ 33.7 4.9

2,683,021 78,734 15.3 64,690 27.7 ▲ 12.4

うち単独分 2,168,714 63,642 10.9 39,427 31.6 ▲ 20.7

1,991,376 58,248 ▲ 26.0 65,235 0.8 ▲ 26.8

うち単独分 1,512,968 44,254 ▲ 30.5 35,265 ▲ 10.6 ▲ 19.9

1,871,229 54,709 ▲ 6.1 56,233 ▲ 13.8 7.7

うち単独分 1,409,820 41,219 ▲ 6.9 32,240 ▲ 8.6 1.7

1,657,226 48,730 ▲ 10.9 57,848 2.9 ▲ 13.8

うち単独分 1,206,712 35,483 ▲ 13.9 33,469 3.8 ▲ 17.7

過去５年間平均 2,104,818 61,736 ▲ 13.4 58,931 ▲ 1.9 ▲ 11.5

うち単独分 1,649,997 48,398 ▲ 13.8 34,070 ▲ 3.5 ▲ 10.3

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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